戦後松永下駄産地の生産拡大と業種転換 ―1950〜60年代を中心に― by 張 楓
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て 1950～60 年代を中心に明らかにしたい。 





戦直後の 1946・47 年に主要履物種類が 8 種類であり、そのいずれもほぼ戦時期の 1941 年
から継続してきたものであったが、戦後復興の後半期以降、1950 年に 10 種類、1954 年に










やスリッパが 1950 年に「繊維製」へ移行したことによるものであるが、1960 年にさらに「布










期前半期にあたる 1948～51 年における 1世帯当たり履物支出状況を表 2で確認したい。表
2は、総理府統計局が全国 28 都市に対して行った消費者価格調査から 1948～51 年の世帯当
                                                  
7日本ゴム工業会編『日本ゴム工業史第 1 巻』東洋経済新報社、1969 年。張楓「備後地域
オンリーワン・ナンバーワン企業の成立と展開：早川ゴム・広島化成・福山ゴムに着目










いるのは、表 3と図 1である。それらの調査対象が 1952～1962 年に人口 5万人以上の都市
部、1963～1970 年に全国となっていることは注意しておくべきである。この点を留意しな
がらまず、表 3 の履物消費支出金額の推移をみると、その特徴は、①家計消費支出が 1952
～62 年に 1.58 倍、1963～70 年に 1.36 倍と順調に増加しているなかで、それに占める履物
支出比率が前期にはわずか 1.08 倍、後期には 0.98 と減少をみせていること、②停滞状況
にある履物消費支出のうち、1952 年には 25％と最大比率だった「下駄」がその後プレゼン
スを急速に低下させ、かわりに「男子革靴」や「婦人革靴」、また「サンダル」、「スリッパ」
が 1960 年代初頭に急速に台頭してきたこと、③1960 年代初頭以降でも革靴（男子・婦人）
が「運動靴」とともに、実質消費支出額ベースでも履物平均消費支出増加倍率ベースでも履
物消費における重要な位置づけを確立しており、それに対して「サンダル」や「スリッパ」
が 1970 年に至っても履物比率では 10％台を維持しているものの、履物消費における位置付
 6
けは「婦人革靴」・「男子革靴」・「運動靴」につぐ存在に低下していたこと、の 3点にある。 
また、同時期 1 世帯当たり年間履物購入数量の推移を示している図 1 によると、下駄の








ればならない。表 3で消費支出金額の動向をみてきたように、サンダルが 1950 年代初頭か
ら 1960 年代初頭にかけて下駄を凌駕し、消費支出最大項目としての位置づけを確立したこ
と、また購入数量の 1970 年前後にサンダルの購入数量が高い水準にあったことを考慮する
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江戸川区小岩駅前「小林はきもの店」の 1957 年前半期・58 年前半期（2～6月）における履
物売上高製品構成比率の推移を示す図 2によると、1957 年 2～4月に女下駄・草履という最










                                                  
29「1959 年に期待（江戸川区小岩駅前小林はきもの店）」『日本履物新聞』1959 年 1 月 1
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 まず、サンダル型履物産業の生産動向について表 4 に依拠してみよう。表 4 は、主要サ
ンダル型履物産業実質出荷額の戦後復興期から高度成長にかけての 20年間の推移を示して




1950 年代半ば頃登場して以来、ピークの 1970 年には 1954 年の 40 倍強に相当する高い水
                                                  
31「ヘップ履に喰はれ、名古屋下駄不振」『日本履物新聞』1958 年 9 月 12 日。 
32「東北業界」『日本履物新聞』1957 年 4 月 12 日。 
33「北海道・東北、サンダルの売れ行き伸びず、ヘップ類に押される」『日本履物新聞』
1957 年 6 月 28 日。 
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れまで 2 番目だった広島が最大生産地域としてトップに躍り出て以来、1970 年（木製はき
ものへ名称変更）に至ってもその地位が揺らぐことはなかった。つぎに、木製サンダル産業










額が 95 億円であり、同時期の木製はきもののそれの 23 倍にものぼっていたのである。 
























な役割を果たしてきた。1949 年 2 月に松永産地が栃木市と並んで木履業種の重要木工集団
地として商工省により指定された背景には36、そうした戦後復興期に松永産地が担ってきた
役割の大きさがあったといえよう。 
広島県下駄産業における松永産地の位置づけについては、1949 年 1 月 20 日に行われた
産地組合の業態調査に依拠してみると37、組合加盟企業数 157 社のうち、沼隈郡（松永町・
今津町・神村・柳津村・その他）に 64 社を有する松永町を中心に全体（157 社）の 6 割強
の 98 社が集中しており、その推定生産足数シェアが全体（2,894 万足）の 7 割弱にも達し
ている。周辺の芦品郡や福山市、尾道市、御調郡を含むと、企業数・生産足数の全体シェア
がともに 9 割（142 社、2,215 万足）となる。また産地組合による別の調査資料に依拠して
も、1951 年度松永産地の下駄生産足数と生産額が広島県全体（3,500 万足、12.2 億円）の
76％と 81％に相当する 2,650 万足、9.8 億円であったとされている38。県内における松永産
地の圧倒的な存在が伺われよう。一方、松永産地の全国下駄産業における位置づけについて
は、図 3が示しているように、松永産地の下駄の生産足数と実質生産額がそれぞれ 1955年、
1959 年にピークを迎えているが、そのピーク時の生産足数が 5 千万足強と全国の 48％を占
                                                  
35拙稿「戦間期日本における内需型在来産業の展開：木履産業を事例に」『史学研究』241
号、2003 年 7 月。同「太平洋戦争期における経済統制と木履工業の展開 : 産地の自発
的生産活動を中心に」『社会経済史学』72 巻 1 号、2006 年。 
36栃木市も同時に指定されている（藤井左内・藤田彰介『日本の木製品工業』冨士出版、
1949 年、349 頁）。 
37『業態調査表（1949 年 1 月現在）』広島県木履工業協同組合。 





松永産地の生産足数と実質生産額は前述したとおり、1955 年と 1959 年に相次いで最高
水準を記録したが、その後、一転して減少し、とりわけ 1960 年代半ば頃においてはそれぞ




は 1960 年から 1964 年にかけて 26 億円から 19 億円へと大きく減少したが、松永市の「木
材及び木製品製造業」と「家具及び装備品製造業」の名目出荷額はこの間にそれぞれ 8.3 億
円、7.1 億円の大幅な増加をみせている40。その背景には、後述するように、松永産地が 1950













 松永産地の敗戦直後からの早期復興と生産拡大については前掲の図 3 にも示されている
ように、敗戦直後に 700 万足に激減していた生産足数が 1948 年に 2,500 万足に急回復し、






変化、③産地間競争の影響、の 3 点を中心に考察したい。 
（１）産地規模の拡大 
 ここで産地規模の拡大の実態について戦後復興期に行われていた様々な調査資料を用い




屋業、加工販売業）、③加工業という 3 業態 7 業種からなる41。こうした 7 業種の企業数で









者」、である。『松永木履の産地と市場』広島県商工部、1956 年 12 月、7 頁。 
 18
は、加工業は全体の 4 割に相当する 170 社であった。製造業業態に属する 3 業種、つまり


































 まず、生産設備を有する松永産地製造業者の実態について表 7 と表 8 でみよう。表 7 は
1954 年 8 月末に松永産地工場 117 社を対象に行われた調査資料から作成した工場の従業員
規模別創業と創業前職業の状況である。調査対象となった 117 工場のうち判明する 113 工
場の戦後における創業状況と創業前職業についてみると、戦後創業の特徴として、①創業数
が全工場数の 5 割に相当する 58 社にも上っていること、②戦後復興期の 9 年間における年






同時期の松永産地工場の状況を敗戦直後の 1947 年 1 月末のそれと対比しているのは、表
8 である。工場数はこの間に 52 社から 117 社へと 2.3 倍も増えており、そのなかでとくに
20 人未満工場の増加率が高かった。このことは、前述した 20 人未満工場を中心とする戦後
新規創業の集中傾向（表 7）とほぼ一致するものである。また、1954 年時点に 100 人以上
規模大工場 2 社が台頭してきており、そのいずれも明治期創業であったことを踏まえると
（表 7）、戦争末期からつづく規模縮小から急速に回復してきたことが読み取れよう。規模




















                                                  
43『日本ホイスト株式会社社史：30 年の歩み』日本ホイスト株式会社、1980 年、14～16
頁。以下も同様。 
44「広島の村上機械、労働大臣賞授与」『日本履物新聞』1955 年 7 月 22 日。「木履会社社




















動してきたのである。木材統制は 1941 年 5 月の





9 である。連続していない 4 時点の四半期を年間
換算すると、全国割当量は 55 万石弱となり、広
島県は最大の 5 万石強であったのみならず、なお
                                                  
46「木履生産状況について（報告）」1948 年 1 月 29 日付広島県木履工業協同組合発日本銀
行広島支店宛。『松永と下駄』広島県木履協同組合、1952 年、18～19 頁。 
47『林政 20 年史』日本林業協会、1966 年、169 頁。『松永と下駄、下駄と松永』昭和 26
年 1 月、広島県福山地方商工出張所。 
 22
各時点では上昇傾向を辿りながら、ほぼ一貫して最大の地位を維持していた。しかし、それ
でも戦後復興期における県内実際の下駄用材使用量は 1947 年でも 1950 年でも 37 万石と








が「依然上昇傾向に」あった52。すなわち、1949 年を 100 とする場合、1951 年に松が 200、
杉正角と松中丸太が 125～150 に、さらに 1952 年 10 月になると、松が 300 に、杉正角と
松中丸太が 200 に高騰していた。木材統制撤廃前後の木材調達は非常に緊迫した状況にあ
った。 




材（榀材）消費量は 1953 年には、1950 年の 10 万石から 22.3 万石強に 2.2 倍も急増し、
「本県並に近県産松材」（24.6 万石）と「ほぼ折半」するに至った55。県内及び近県の松材
から北海道材への移行が着実に進んでいたことがわかる。 
                                                  
48前掲「木履生産状況について（報告）」。前掲『松永と下駄、下駄と松永』。 
49前掲「木履生産状況について（報告）」。 
50大脇新男「松永木履の生産」『木材工業』105 号、1955 年 12 月。「松永地方の木履工業
について」『特産工業参考資料（第 1）』商工部企業課、1950 年。 
51「松永地方木履業の現況と資金需要に関する一考察」1953 年 1 月付広島県木履協同組合
専務理事石井治夫記。 
52静岡大学文理学部経済学研究会「静岡下駄製造業の実態」静大文理学部経済学研究会編
『静岡下駄産業を守るために』1955 年、43～44 頁。 
53前掲「木履生産状況について（報告）」。前掲『松永と下駄、下駄と松永』。 
54前掲「松永地方の木履工業について」。 













松材が小口仕入（トラック 1 台分 4～5 万円）で、代金の決済も着後現金払いあるいは 1 か
月後現金払いで資金力の弱い小規模工場にとって有利であるのと対照的に、北海道榀材価
格は松材と比べてわずかの上昇にとどまっているものの、松永駅着 1 石当たりの北海道材
価格のうち約半分は運賃であり（1950 年末時点、1 石当たり運賃 660～770 円）、また 1 回
の仕入資金が約 30 万円（手形サイトは大体 60 日程度）も必要とされているように、北海
道材が一定の資金力を有し、大量仕入れのできる比較的規模の大きい工場にとって有利で
                                                  
56中峯照悦「松永木履工業実態調査報告Ⅱ」『統計の泉』58 号、広島県統計協会、1955 年




















9 台、販売業が 15 台・41 台、加工業が 3 台・483 台であったことからわかるように、産地
内における下駄生地生産と下駄加工の主な担い手はそれぞれ製造業者と加工業者であった。
ここで注目する販売業の所有機械台数に立ち入ってみると、問屋業者は機械を所有してお
らず、製造問屋業が生地生産用機械 4 台と加工機械 4 台を、加工販売業がそれぞれ 11 台と
37 台を有しているが、製造問屋業と加工販売業の 1 社当たり所有台数がそれぞれ 0.5 台と
2.1 台にとどまっており、製造販売業（12.5 台）、三分・生地販売業（8.1 台）、賃仕上業（3.8
台）、加工業（2.8 台）に比して最低水準であった。また 1953 年の業者別下駄販売高構成を
みると60、下駄販売を担う業者は製造販売業・問屋業・製造問屋業・加工販売業となってお
り、1953 年下駄販売高 16 億円の構成比率が 69％・12.4％・12.3％・6.3％であったように、
                                                  
58「松永の下駄産業」『国民金融公庫月報』56 号、1955 年 5 月、16 頁。前掲「松永地方
の木履工業について」。前掲、中峯照悦「松永木履工業実態調査報告Ⅱ」23 頁。 










備後履物卸商業協同組合は 1948 年 1 月に備後一円を地域とする、「木履加工品又は生地
（白木の下駄）を買ひ加工販売する処の産地問屋的経営をして居る業者 34 名」より松永町
に産地形成以来初の産地問屋の業界団体として設立された61。その後、1951 年における備
後木履商工業協同組合への改称をへて、1955 年には 80 名もの組合員を有する組合に拡大
していった62。実際、1955 年時点では、広島県商工部の調査により判明する販売業者 74 社
のうち、業界団体未加入の 19 社を除くと、広島県木履協同組合加入業者が 15 社であった
のに対して、備後木履商工業協同組合加入業者が 39 社にも上っていたのである（表 6）。 
③ 加工業 







成は塗 50％、押目 32％、張 8％、ペーパー磨 7％、焼 2％となっている。こうした比較的
多様な品種の賃加工を業務とする加工業の加工賃収入状況は、前述してきた同時点の業態
（製造業・販売業・加工業）別下駄生地生産と下駄加工の機械所有台数状況とほぼ一致して
いる。すなわち、下駄加工関連機械台数では加工業者と業界全体の所有実績が 480 台と 530
台であったように、産地内の下駄加工関連機械が加工業者に極度に集中所有されている。ち
                                                  
61村田露月編『松永町誌』松永町出版、1952 年。 






























                                                  
64前掲『松永木履の産地と市場』25 頁。 
65日本はきもの博物館編『松永の下駄』遺芳文化財団、1992 年、6～7 頁。 
66前掲大脇「松永木履の生産」24 頁。括弧内は筆者による。以下も同様。 
67『松永木履の産地診断報告書』広島県商工部商工指導課、1958 年、33 頁、53 頁。 
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工販売業の 1 社当たり所有下駄生産と下駄加工の機械台数がそれぞれ 12.4 台・0.1 台、0


















表 13 でみよう。表 13 は、広島県商工部調査資料により判明した 1953 年度産地下駄の業態
別全国販売状況である。15 億円にも上る下駄販売は近畿（33％）と九州（26％）を中心に
関東や北陸、東北、中部など幅広い地域に行き渡っているが、1936 年・1941 年・1947 年
の販路では、主に九州が 42％・43％・40％、近畿が 5％・13％・23％、中国が 11％・19％・
15％、関東が 10％・4％・6％、北陸が 8％・4％・7％、東北が 7％・0.4％・3％、中部が
4％・0.3％・0％であったことを考えると69、戦後復興期後半期の産地販路は中国や九州の
                                                  
68『製品の転換にともなう下駄製造業再編と問題点：広島県福山市松永地区の実態』大阪
府立商工経済研究所、1968 年、18 頁。 




ぞれ産地販売額の 7 割弱と 3 割強を占めているように、産地販売における製造販売業の重
要性が際立っている。しかし、ここで注目すべきは、問屋など販売業が産地にとって最大の
販売市場である近畿地域におけるその販売規模（2.7 億円））が製造販売業（2.3 億円）を上





















                                                  









































1950 年 12 月 20 日付で広島県木履協同組合から広島県知事宛に送られた「木履工業研究























                                                  
73「木履工業研究機関設置に関する陳情書」1950 年 12 月 20 日。 
74「陳情書」1952 年 4 月 28 日。 
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「本県東部に於ける重要産業たる木履製造業は年産 3,500 万足、金額 12 億余円に及び、関
係従業員 3 千人を擁し、全国各地に販売して居りまして、静岡県と並んで 2 大産地をなし
て居ります。然るに今日静岡その他各地産地製品に圧せられつつありますが、その主たる原
因は加工、意匠の進歩が他県に比し一歩遅れて居り、そのコストも高価であることでありま













こと 2 年半後の 1953 年 4 月 1 日に広島県立木履指導所の設立により実現されることとな
ったのであるが75、その設立と活動を考察する前提として、まずライバル静岡産地の戦後復
興期における生産展開について明らかにしておきたい。 
 前述した［資料 2］でも松永産地側により認識されているように、1950 年代初頭に「静
岡県の年産 1 億足に対し本県の 3500 万足」と静岡県が広島の 3 倍弱に相当する生産規模を
有していたとされている。実際、1951 年度の静岡県生産足数は 1.1 億足に達しており、そ
の地域別分布をみると、静岡市が 9,500 万足、清水市が 1,080 万足、島田市が 512 万足、
富士宮市が 279 万足であったように、静岡市は県全体の 8 割強を占める主要産地であった
76。同時期の下駄生産額と下駄製造関連従業員数ベースでも、静岡市がそれぞれ 38 億円
（86％）、1 万 5 千人（91％）と圧倒的な集積規模を有していた。かかる静岡産地の代表的
                                                  
75広島県立工芸試験場 30 周年記念誌編集委員会編『創立 30 周年記念誌』1984 年、4 頁。
「広島県立木履指導所建設経過報告」『広島県木履指導所建設委員会』。 


















場店舗数は 4,443 軒にも上っているが、その業種別では、問屋と木地がそれぞれ 634
軒・152 軒、加工業としての塗装・蒔絵・下地・焼加工・彫刻がそれぞれ 421 軒・439









要資材使用制限規程」（1947 年 12 月 16 日付実施）に基づいて 1948 年 2 月 16 日付で
実施されたが、静岡木漆商工連盟の働きにより制限緩和措置が図られ、塗下駄もその対
象となっていると伝えられている（「ウルシの問題」『日本履物新聞』1948 年 3 月 22
日）。 
80佐伯航「静岡下駄」『国民金融公庫』63 号、1955 年 12 月、13 頁。 
81前掲『静岡履物史』159 頁。 
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さらに、1950 年 3 月に静岡塗下駄商工業協同組合の主導のもとで、塗下駄の品質改善を
目的とする静岡改良下地工業協同組合が設立されており、そこで下地に関する生産試験を
はじめ、下地塗料の研究や適正な使用方法、下地への認識向上のための講習会が行われるが、
その運営にあたって業者負担金 200 万円のほかに「県から 200 万円、市から 100 万円」の
助成により設置した「ボイラー一基、ニカワ溶解タンク一式、撹拌機をはじめ」とする各種
試験や研究の機械設備が重要な条件となった86。後述する広島県立木履指導所の設立と初期
                                                  
82前掲『静岡履物史』168 頁、669～673 頁。 
83「静岡塗下駄見本市決る」『日本履物新聞』1949 年 4 月 1 日。「静岡下駄見本市盛況裡に
終わる」『日本履物新聞』1949 年 4 月 29 日。 
84「主張：見本市開催の日取について」『日本履物新聞』1956 年 2 月 3 日。 
85前掲「静岡塗下駄見本市決る」。「静岡：取引の改善を期す業者懇談会」『日本履物新聞』























静岡の見本市をみると、第 3 回目の 1951 年（2 月 21～23 日）にモード履が登場し、「こん




                                                  
87前掲『静岡履物史』176～177 頁。 
88佐伯航「静岡下駄」『国民金融公庫』63 号、1955 年 12 月、13 頁。 
89前掲『静岡履物史』174 頁、188 頁。 
90『静岡履物新聞』の報道記事（前掲『静岡履物史』188～189 頁）のほかに、「静岡下駄
見本市盛大裡に終了」『日本履物新聞』1952 年 3 月 1 日。「モードの多かった静岡大見本


























均 70 円に対し松永物 40 円）」、の 3 点が主に挙げられていた95。ちなみに、同時期において
                                                  
91「静岡塗下駄新作発表会」『日本履物新聞』1955 年 7 月 1 日。 































                                                  
96前掲佐伯「静岡下駄」10 頁、13 頁。 
97前掲「下駄」『静岡県の産業』59 頁。 
98「広島県規則第 46 号」広島県報号外（1953 年 5 月 1 日）。 
99大脇新男「木工指導所の 15 年の記録」前掲広島県立工芸試験場『創立 30 周年記念誌』





1 台で 12 種類の加工ができる」「アメリカ製木工機械ショップスミス購入」費用（42 万円）
に関する地元業界半額負担への要請に際しても、「大半は 4、5 回の説明、折衝を要し、最も






















乾燥に関する研究」（製造）と 12 件に増えており、また 2 年間継続 2 件・新規 17 件のう
ち、意匠・塗装関係の研究が 14 件と圧倒的に重要な位置を占めていることがわかる。 
ただし、注意しなければならないのは、遅ればせながら開始した指導所が産地下駄の意匠
                                                  





























                                                  
































                                                  















ており、加うるに労賃が他の生産地に比し相当割高の事情もあって業況振わず、約 3 割の 
生産制限を実施中である。」（下線は筆者） 
 
 1956 年と 1957 年における松永産地下駄販売不振の理由の 1 つとして、ともに静岡の「モ
ードもの」もしくは「モード履」の進出が挙げられている。1950 年代前半期に優位に働い
ていた松永産地側の価格競争力が高度成長始動期以降、急速に失われつつあるように見受







                                                  
105「木履」『金融経済月報』（1956 年 5 月分）日本銀行広島支店。 
106「木履」『管内金融経済事情』（1957 年 11 月分）日本銀行広島支店。 
































                                                  


























それによると、組合員 96 社のうち、転業時期が判明される 71 社の転業時期については、
具体的には 1955 年に 2 社、1956 年に 5 社、1957 年に 13 社、1958 年に 16 社、1959 年に
12 社、1960 年に 11 社、1961 年・62 年に各 5 社、1963 年に 2 社となっているように、全
体の 73％に相当する 52 社の転業時期が 1957～60 年に集中していたのである。また、後者
の資料では、1971 年時点の静岡サンダル業者 80 社が調査対象となっているが110、そのう
                                                  
109「静岡サンダル工業協同組合名簿」前掲『静岡履物史』680～722 頁。 
110『昭和 46 年度モデル調査報告書：静岡サンダル』東京通商産業局、1971 年、17 頁。 
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ち転業状況が判明される 72 社の転業状況については、下駄または木製サンダルからヘップ
サンダルへ転業した企業数が 64 社で全体 72 社の 9 割弱を占めており、またその転業時期
については 1955 年以前にわずか 4 社、1956～60 年に 55 社、1961～65 年に 4 社、1966～






















                                                  
111前掲『東京都ヘップサンダル製造業実態調査』9 頁。 
112前掲『静岡履物史』208 頁。 
113前掲『静岡履物史』220～221 頁、230 頁。返品損害は 1957 年 4 月～5 月の短期間で 1
億円以上にも上るともいわれている「静岡塗モード返品で業界苦境に立つ」（『日本履物




















があった。接着剤の本格的生産は、1958 年 3 月に KS ダイン運営委員会を母体に設立され
た静岡ケミカル履物工業協同組合が共同施設として接着剤製造工場を建設した 4 月 1 日以







 さらに、1955 年 7 月に鏡台家具業界や履物業界を中心とする 12 団体 500 余員の会員か
ら組織された民間組織としての静岡市考案保護審議会が業界の発展や競争力の向上に果た
                                                  
115前掲『静岡履物史』234～237 頁。以下も同様。 







家具」、第 2 分科委員会「履物」、第 3 分科委員会「輸出漆器、木製貿易品、竹器」、第 4 分
科委員会「文具、雛具、金属、玩具、その他」から構成されているが、そのうち履物関連の
団体数は最多で 6 団体にも上っている。12 団体からスタートした考案保護審議会はわずか














                                                  
117『設立 1 ヶ年の歩み』静岡市考案保護審議会、1957 年、7 頁。静岡特産工業協会所蔵。
以下も同様。 
118『考案年鑑』第 2 号、静岡市考案保護審議会、1958 年。 
119前掲『設立 1 ヶ年の歩み』7 頁。 
120前掲『設立 1 ヶ年の歩み』7 頁。 
121高田忠「考案保護審議会の効果について」前掲『設立 1 ヶ年の歩み』。 
122「創立 1 ヶ年の回顧」前掲『設立 1 ヶ年の歩み』7～8 頁。前掲『考案年鑑』第 2 号。
ちなみに、1957 年度の審議会審査員として参加した市工芸指導所職員は計 16 名であっ
た（前掲『考案年鑑』第 2 号、82 頁）。会報は頻繁に発行されているとされているが、




 その活発な活動の一端は設立以来の審査状況から伺われよう。審査件数は 1955 年度
（1955 年 9 月 13 日～1956 年 9 月 30 日）・1956 年度（1956 年 10 月 1 日～57 年 9 月 30
日）・1957 年度（1957 年 10 月 18 日～1958 年 12 月 19 日）・1959 年度（1959 年 1 月 1 日
～1959 年 12 月 31 日）にそれぞれ 100 件・148 件・310 件・180 件であったが、審査をへ
て認定された認定登録件数は 53 件・77 件・168 件・95 件であり、それ以外は却下や保留、
取り下げとなっているように、厳密な審査が行われていたことがわかる123。 
履物関連の登録件数は当該期に各種サンダル関連の 25件が確認されているが、そのうち、
登録件数が突出して多かったのは赤堀末一（6 件）、種本勇二（4 軒）、山梨久吉（3 件）で
あった124。赤堀と山梨は（株）赤堀商店と山梨工業（株）の社長、種本は大松工業（株）の

















                                                  
123『考案年鑑』（第 2～4 号）、1958 年～60 年。 
124前掲『考案年鑑』（第 2～4 号）。 
125「躍進する静岡履物業界事業所名鑑」前掲『静岡履物史』682 頁、691 頁、695 頁。 




















ルな産地構造は静岡産地の強みの 1 つとしても注目されなければならない。 
一方、産地の業種転換にともない、1958 年に 700 軒もあった下駄業者数は 1962 年
に 383 軒へと激減したものの、生産額は 1958 年の 40 億円から 1960 年に 20 億円と半
減した後、1961 年に 23 億円、1962 年に 28 億円と回復基調を辿り始めたのである131。
その背景には、産地下駄の高級化路線の推進があったと考えられる。実際、1950 年代
までライバルでもあった松永産地側では、1960 年代初頭～1960 年代後半期の業種転換
                                                  
128前掲『東京都ヘップサンダル製造業実態調査』29 頁。 
129「静岡ケミカル危険分散に工程縮小し問屋制へ」『日本履物新聞』1962 年 5 月 25 日。 
1301969 年の通商産業省繊維雑貨局のサンダル製造主要産地（東京・静岡・大阪・奈良を
中心とする 10 産地）に対する調査結果によると、静岡のサンダル下請工場数が東京・
大阪・奈良の 77 社・151 社・49 社に対して 461 社、また静岡のサンダル業者 1 社当た
り下請工場数が東京・大阪・奈良の 5.9 社・4.7 社・6.1 社に対して 14.4 社、さらに静
岡の 1 下請工場当たり従業員数が東京・大阪・奈良の 10.2 人・4.3 人・5.3 人に対して











1951 年度に 9500 万足・38 億円だった静岡下駄の生産高の製品別内訳をみると、塗
下駄が 4800 足万足・20 億円、焼下駄が 4300 万足・15 億円、桐下駄が 400 万足・3.2







後者の産地内の取り組みは 1959 年から本格化しはじめた。同年 6 月に「伝統ある下駄産
業の振興策を実勢し、木履業者の繁栄を期し、これに従う業者の営業の安定を図る」ことを




履部会」が 1961 年 7 月に「静岡木製はきもの商工業協同組合」の結成へとさらに成長して
いった138。当該組合の主な活動は「趣味嗜好はきものとして、加工、加飾下駄の需要を開拓」
                                                  






















松永市では「例年、下駄業者の市民税は納税額の約 4 割、1 千万円にのぼっていたが、今
年は 2 割弱の 400 万円程度だ」と 1957 年 9 月の中国新聞でも報じられていたように、下
駄産業の不況が「“80 年のノレン”ゲタの町松永」地域経済に深刻な影響を与えていた139。
こうした松永産地の苦境はすでに「転回点」といわれる 1955 年から顕在化し始めていた。
たとえば、1955 年に「中級工場が 8 つも倒産のうき目をみ」ており140、また 1956 年にな
っても「昨年の業者倒産以来未だに不況の域を脱しきれず」と問題視されてきていた141。さ
らに、1958 年には「問屋 6 軒が閉鎖、同年のはきもの組合からの脱退は 20 企業」、「つづ




                                                  
139「傾く、“80 年のノレン”ゲタの町松永の表情」『中国新聞』1957 年 9 月 23 日。 
140「松永の木履」『金融経済月報』（1956 年 9 月 18 日）日本銀行広島支店。ほかに「広島
県木履協同組合第 10 期事業報告書」でも倒産が言及されている（1955 年 4 月 1 日～

































                                                  



























まず第 1 に、［資料 7］でも松永市産業経済委員会に指摘されていた「抜けがけの利潤の
追求」とも通底する「価格の維持」の問題である。1955 年 9 月の日本銀行広島支店の「金
融経済月報」では145、「売行の伸びは、年々鈍化の傾向にあり、頭打ちの気配が濃厚である」
なか、「価格も盆需要最盛期に於ても、殆んど 3、4 月の閑散期に値下げした儘の状態を続
                                                  
145「木履、不況対策に苦慮か」『金融経済月報』（1955 年 9 月分）。 
 53
けている」と伝えられている。また同年末になっても146、「値段は今春来冴えず、1 足 45 円
（しな材女物）と昨年末の 1 割安であり、採算も 1 足当り利潤 3 円程度と芳ばしくない」
状況が続いている。 























                                                  
146「木履、正月用の売行好調なるも、今後は需要頭打か」『金融経済月報』（1955 年 12 月
分）。 
147前掲「木履」『金融経済月報』（1956 年 5 月分）。 




























                                                  
150「来年早々合併へ」『中国新聞』1957 年 12 月 23 日。 
151『広島県木履協同組合第 12 期事業報告書』（1957 年 4 月 1 日至 1958 年 3 月 31 日）。 
152「松永下駄業界、値下、乱売防止に」『日本履物新聞』1958 年 5 月 13 日。 
153『広島県木履協同組合第 14 期事業報告書』（1959 年 4 月 1 日至 1960 年 3 月 31 日）。 
154『広島県木履協同組合第 15 期事業報告書』（1960 年 4 月 1 日至 1961 年 3 月 31 日）。 
155『広島県木履協同組合第 16 期事業報告書』（1961 年 4 月 1 日至 1962 年 3 月 31 日）。 
156「木履：再起の見通したたず」『中国新聞』1961 年 5 月 13 日。 
 55
移であるが、1957 年夏から 1960 年にかけて、単価がほぼ一貫して低下傾向にあったので
ある。 
第 2 に、デザイン考案の問題である。広島県立木履指導所は設立翌年の 1954 年 3 月にい
ち早く「当所事業と業界との連けいを密接にし、その円滑適切な運営を計る為に」「指導所





















                                                  
157「当所運営協議会開かる」『木指ニュース』第 2 巻第 1 号、1958 年、広島県立木工指導
所。「10 年間の沿革並に業績」『広木指ニュース』41 号、1964 年、広島県立木工指導
所。 
158「当所運営協議会開かる」、「松永木履意匠研究会員募集について」『木指ニュース』第 2
巻第 1 号、1958 年。「木履意匠研究会発足」『木指ニュース』第 2 巻第 2 号、1958 年。









































従業員」からなる松永労働組合（組合員 520 名）が結成された敗戦直後の 1946 年 2 月から
スタートしており、その後、1948 年 5 月に「松永労組、松永塩業労組、中外製薬労組、松
永船舶労組、福田鉄工所労組、丸山木材労組、備後通運松永支店労組を以て、松永地方労働
組合連合会」（組合員 1698 名）が結成されるに至った160。1951 年 5 月に「松永塩業、丸山
木材、福田鉄工所、松永船舶」が連合会を脱会することで、連合会は解散となったが、丸山
木材興業所など下駄工場や下駄工場従業員が敗戦直後から地域の活発な労働組合運動に深





1956 年 5 月に結成して以来、同年 9 月時点には「13 工場が加盟（組合員は松永市下駄従業
員の 10％）し、目下未加入工場に誘いかけ拡大」を進めてきており164、また設立直後の 6
月 30 日には、経営者側と「労働協約」を締結するに至った。11 章 75 条からなる「労働協
約」には、「団体交渉」や「通達義務」（「経営者は工場の閉鎖、売却、譲渡、休業、廃止等
経営組織に変更ある場合は 1 ヶ月前に組合に通達しなければならない」）、「給与」関係、「福
                                                  
159『広島県げた・木ヒール工業産地診断報告書』広島県中小企業指導所、1967 年、79～
80 頁。 




164前掲「松永の木履」『金融経済月報』（1956 年 9 月 18 日）。 
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利厚生」、「労働時間」、「災害補償」など多岐にわたる重要な事項が包含されていた165。同年






業労働組合に「全従業員 67 名のうち半数の約 30 名程度」「解雇したい」と団体交渉を申し
















                                                  
165「松永木履産業労働協約」1956 年 6 月 30 日付松永木履産業労働組合執行委員会吉川清
士・木履経営者団体代表者土屋唯一。 
166前掲「松永の木履」（1956 年 9 月 18 日）。 
167「30 名に解雇申入れ、松永ゲタ操短後の第 1 号」『中国新聞』1957 年 8 月 16 日。 
168「カギは労使協調如何、ゲタの町“松永”不況切抜けの成否」『中国新聞』1957 年 8 月
27 日。 
169「不況対策持ち越し、松永ゲタ初の五者協議会」『中国新聞』1957 年 9 月 13 日。「ヤマ
場迎えた“ゲタの町”の闘争」『中国新聞』1957 年 9 月 18 日。 
 59
け入れて労組と土屋商店に対する 4 者による調停斡旋が決定されるにとどまっていた。 





















木材代・仕上加工賃・販売経費・利潤のうち、木材代が 1950 年代半ば～1960 年代初頭に
一貫して卸売価格の 7 割前後という高い比重を占めるとされていることから173、一定の利
潤の確保にあたって、協調的な用材確保は重要な課題となろう。1950 年に 37 万石だった
                                                  
170「地労委、あっ旋打切り、土屋商店の解散めぐる労働紛争」『中国新聞』1957 年 9 月
26 日。 
171前掲「ヤマ場迎えた“ゲタの町”の闘争」。 
172「昨年を上回る要求額、深刻な表情の“下駄の町”」『中国新聞』1957 年 11 月 22 日。 
173前掲「松永の木履」。「松永ゲタ、需要激減にコスト高」『中国新聞』1960 年 11 月 29
日。 
 60
下駄用材使用量は 1950 年代半ばに 60 万石程度に達して以後、1960 年代初頭に至っても大
きな変化を見せていないなかで、その用材構成については、戦後復興期の「シナ 3、松 6、





するものであった。1 ㎥当たり松材の単価については、1955 年の 5,128 円から 1959 年に








需要増により価格が 1961 年 7 月には 1 ㎥当たり 9,643 円で前年比 2 割高を示していたも






                                                  
174前掲「松永の木履」。 
175前掲「松永ゲタ、需要激減にコスト高」。「苦悩する松永ゲタ（下）」『中国新聞』1961
年 5 月 13 日。「松の原木が急騰」『中国新聞』1961 年 1 月 8 日。 
176「行き詰った松永ゲタ材」『中国新聞』1957 年 3 月 5 日。前掲「苦悩する松永ゲタ
（下）」。 
177『金融経済月報』（1957 年 9 月）日本銀行広島支店。「からっぽになった貯木場、“松永
ゲタ”はピンチ」『中国新聞』1961 年 3 月 6 日。 











たとえば、1950 年代後半期においては、製造販売業者や産地問屋が有する 500 人にも及
ぶ膨大な外交販売員が、全国各地で「他県の業者を相手でなく“松永同志”の、みにくい競









また、広島県木履協同組合は前述したように、1958 年 1 月に価格や操短の調整による業
界結束の強化を目的に、産地問屋からなる備後木履商工業協同組合と合流したが、しかし、
組合内部でも業者間対立がしだいに表面化するようになった。合流以来、最初の対立は、
1958 年 9 月上旬に組合員でもある三分業者 5 メーカーが 15 日からの一斉休業の声明を出
しており、それに協同組合下部組織でもある松永地方生地組合が「現在の問屋卸値では採算
が合わない」ことを理由に「5 割操短」に同調するとともに、生地下駄の卸値 1 割値上げも
                                                  
179『松永木履工業調査報告書』広島県商工部、1961 年 3 月、2 頁。 






年間生産足数が 1200 万足と産地松材下駄生産量の 8 割にも上っているため、三分業者 5 メ






















たことであった。さらに、1961 年 6 月 3 日にも一部の製造業者が、多くの業者から構成さ
                                                  
183「松永ゲタ、生地組合も操短へ」『中国新聞』1958 年 9 月 12 日。 
184「“価格引上げは困難”問屋は生産者に強腰」『中国新聞』1958 年 9 月 14 日。 
185「問屋側も同調、松永ゲタの休業・操短」『中国新聞』1958 年 9 月 19 日。 
186「松永木履業者決起大会開く」『中国新聞』1958 年 10 月 2 日。 
187「ゲタの乱売対策協議」『中国新聞』1959 年 9 月 9 日。 






なかったこともあり、1956 年度末（1956 年 4 月 1 日～57 年 3 月 31 日）に 95 だった広島
県木履協同組合員数は備後木履商工業協同組合との合流で 1957 年度末（1957 年 4 月 1 日
～58 年 3 月 31 日）には 167 に急増したが、その後、これをピークに、組合脱退者の続出
により 1958 年度末に 154（脱退者 17）、1959 年度末に 149（同 14）、1960 年度末に 128













に、1950 年代後半以降、組合員数を大きく減少させてきたが、1961 年 5 月に広島県木製は
きもの協同組合に改組されるに至った191。その 1967 年 3 月 31 日時点における組合員 112
社の業種構成をみると192、下駄製造販売関連 52 社（製造販売 22 社、下駄販売 27 社、下駄
生地販売 3 社）、木ヒール 30 社、下請加工 6 社、チップ 2 社、製材 6 社、化学 8 社、その
他 8 社であったように、下駄関連業者数（下請加工を含む）が 58 社で、それ以外の木ヒー
                                                  









島県木履協同組合員 174 社の 1966 年度に至るまでの具体的転廃業状況をみると193、174 社
中の転廃業者数が約 10 年間にわたって 6 割強の 106 社にのぼっており、そのうち、廃業者
数が組合脱退（6 社）と廃業（31 社）の 37 社であったのに対して、転業者数が下駄以外の
業種に完全に転換した完全転業者 51 社と、下駄産業に従事しながら、他業種を兼業しもし
くは他業種に資本投資を行う、部分転業または多角化経営 18 社、の計 69 社であった。 
そうした転業組 69 社の具体的な業種別転業状況について表 17 でみると、つぎの 3 点が




ていたことである。完全転業（51 社）は木ヒールや製材、家具、厨房を中心に 22 業種、兼
業（10 社）は木ヒールを中心に 7 業種、資本投資（8 社）は厨房を中心に 5 業種に広がっ
ている。第 2 に、木工関連産業が重要な転業・兼業・資本投資先だったことである。No.1～






















してスリッパ・サンダル（7 社）が 1959 年以降、厨








年 2 月と 1962 年 4 月に結成されており194、また後者の厨房器協同組合の構成員 9 社中 7
社は下駄からの転換業者だったのである195。しかし注意すべきは、スリッパ・サンダルと厨












同年に 25％、そして 1965 年に 40％に達していた。また、1968 年に 38 社だった事業所数
は 69 年に 45 社に増えており、その 1 事業所当たりの出荷額規模は同期間には東京と大阪
とほぼ同水準の 2 千万円程度であったものの、5～5.7 万円で推移する埼玉の半分以下の水
準にあったように、広島県の「靴型および靴芯産業」は小規模工場群の集積を特徴としてい
るといえよう197。一方、松永の産地調査に依拠した場合、松永木ヒールの生産数量・生産
額・全国シェアは 1961 年の 2,100 万足・2 億円・60％から 1966 年に 5,000 万足・9 億円・
95％へと全国圧倒的な生産規模を誇るまで拡大するに至っており198、またその拡大過程に
ある 1964 年における 43 工場の年産 3,000 万足、全国の 70％シェアともいわれる松永の木







ヒールの販路は近畿 80％、関東 10％、東海 5％、中国地方 5％と近畿を中心とする大都市
圏に重点的に展開していたのである199。なお、1967 年の木ヒール 49 工場の規模分布をみ
ると200、10 人未満に 36 工場（73％）、10～19 人に 6 工場（12％）、20～30 人に 7 工場
（14％）となっており、前掲の表 7 に示されている 1954 年の松永下駄工場（117 社）の規
模別工場数比率では 10 人未満が 64％、10～19 人が 25％であったことを考えると、木ヒー
ル工場が小零細規模中心であったことがわかる。 
戦後松永の木ヒール産業は 1960 年代までには、大まかに①1940 年代後半～1950 年代半
ば頃の形成期、②1950 年代後半以降の拡大期、の 2 つの時期を辿ってきている201。敗戦直
後の 1940 年代後半に下駄製造業者が下駄生産の傍ら、下駄廃材の再利用を目的に手掛けた
                                                  
199『松永市の展望』中国観光地誌社、1964 年、84 頁。 
200前掲『広島県げた・木ヒール工業産地診断報告書』4 頁。 
201「座談会：20 年間にわある木ヒール工業界の変遷を語る」『大阪ゴム履物工業協同組合
10 年誌』大阪ゴム履物工業協同組合、1968 年、144～149 頁。以下も同様。座談会は大
阪ゴム履物工業協同組合の組合設立 10 周年記念行事の 1 つとして松永で行われたもの
である。座談会に参加した親和産業（笹井栄一）、岡田木ヒール製作所（岡田逓市）は
それぞれ笹中木履工場、岡田木履工場を前身とする企業であった（今西卯蔵『全国履物












進めていった。前述した松永木ヒール協同組合は、木ヒールメーカー23 社により 1958 年
に結成されたものであり、初代理事長は福田木履工場を前身とする福田木ヒール工場の福
田慎太郎であった202。こうして 1950 年代後半以降、拡大をつづけた木ヒール業界は 1960











数は多くても工賃はそれに伴わぬこと（下駄製品価格は平均 80 円、木ヒールは 20 円）」、
③さらに「所要投資額は（多くは新規敷地、工場建屋を必要としない）100 万円もかければ
                                                  
202前掲今西『全国履物業者綜合名鑑』生産編（下駄部）51 頁。「松永木ヒール工業協同組

















着目して、発起人として製材業者 4 社と木ヒール業者 5 社、下駄業者 1 社の 10 社に呼び掛
けて 1968 年に松永木工団地協同組合を立ち上げた207。11 社は具体的には、古屋康雄（製
材〔賃挽〕、8 人）、佐藤木材（製材、70 人）、福田毅（製材〔賃挽〕、11 人）、沖木材（製材
〔賃挽〕、21 人）、野島三四（木ヒール、5 人）、大本昭四郎（木ヒール、3 人）、千代産業（木














1963 年の鞆鉄鋼団地と 1980 年の福山箕島地区工業団地では、それぞれ福山市と広島県
が団地造成の主体となって進められていたのである。 







化前（1969 年度）と集団化後（1971 年度）の生産状況対比では、売上高が 1.6 倍、従業員








駄を前職とする 9 社が 1962 年に発足したものである213。サンウェーブは、まさに戦後高度
成長始動期に「台所からきた新しい波」とも称され、戦後の生活改善に絶大な影響を与えて
きたステンレス流し台などの家庭炊事用具を主力製品とするトップメーカーとして知られ
ていたが、1961 年 6 月期（1～6 月）には、戸田や桐生、名古屋、大阪などに工場を有して



































サンウェーブの再建にあたって、1500 社にものぼる債権者のうち 670 社は下請関連業者で
あり、1965 年 1 月時点では「11 社が連鎖倒産し二百数十社が倒産寸前」の状況にあったと
も報じられていた221。厨房組合員も倒産の危機に直面していたと考えられよう。 
ちなみに、1967 年 3 月産地調査によると、厨房組合員 9 社のうち、下駄製造を前職とす
る企業は 7 社あり、具体的には、備陽工業（岡田木履工場）、相座屋木工製作所（相座屋木
                                                  
216北条秀一編『倒産会社の更生復元：サンウェーブ工業株式会社全国債権者会清算委員会
報告』青柳事務所、1972 年、第 1 章。 
217「近く下請け契約結ぶ」『中国新聞』1961 年 9 月 23 日。 
218前掲北条『倒産会社の更生復元』6～7 頁。 
219「サンウェーブ、松永工場」『備後経済レポート』83 号、1964 年 7 月 20 日。 
220前掲北条『倒産会社の更生復元』9～10 頁。 
221「サンウェーブ下請業者松永工業は内整理して再建」『備後経済レポート』102 号、




の 2 社は旭木工と広島工芸であった222。また、9 社の従業員規模別企業数が 3～23 人に 4
社、25～35 人に 4 社、38 人に 1 社であったこと、従業員 1 人当たり帳簿価格が 21.2 万円
と木ヒールの 12 万円を大幅に上回っていたこと、さらに所有機械（4 社 69 台）の 7 割弱














成立し円満解決している」が、それでも、3 社のなかで 1500 万円にも上る最大の負債を抱








223前掲『製品の転換にともなう下駄製造業再編と問題点』5 頁、34～35 頁。 
224「サンウェーブ下請業者松永工業は内整理して再建」『備後経済レポート』102 号、



























ちなみに、松永家具工業協同組合の組合員企業数は 1975 年時点では、24 社であった。判
明できる下駄からの転業組は、前述した松永木工製作所と粟津木工製作所、心石工芸、フジ
                                                  
227前掲「サンウェーブ下請業者松永工業は内整理して再建」。 





学経済論叢』36 巻 2 号、2012 年 12 月。 
 74
ワラのほかに、前述した厨房組合員でもある 4 社のうち 2 社（マルワ木工、瀬戸内工芸社）






前掲の表 17 でも示されていたように、松永産地では 1950 年代後半～1967 年における下
駄からケミカルサンダル関連業種への転業・兼業企業数は、わずか 3 社（No.13～15）にと
どまっていた。また、1967 年の産地調査で明らかにされている広島県はきもの協同組合に
所属しているケミカルサンダル・スリッパ関連業者は 8 社であるが、1955 年と 1963 年の
産地下駄関連業者名簿と照合すると、下駄を前職とする業者はマルヤマ製作所（丸山木材興
業製作所、98 人）、広木工業（広島木履工業、59 人とアトム化学工業所、12 人）、山本商店
（山本木履工場、3 人）の 3 社となっている232。こうした松永産地でのケミカルサンダル関
連業種への転換の状況は、前述した静岡産地とは明らかに対照的だったのである。 























従業員を有する産地内の最大工場であり、また 1950 年から 4 年連続して松永地区所得税申





名即社名の線にそったもの」として、1965 年 1 月 1 日に従来の「丸山木材興業製作所」か
ら「マルヤマ製作所」に社名変更が行われることとなったことから235、丸山木材興業製作所
の 1959 年以来のケミカルサンダル関連事業の急激な成長が読み取れよう。実際、1963 年
には「半々」だった下駄とケミカルサンダルの製造比率は 1968 年には 2 割対 8 割とケミカ
ルサンダルの成長が著しかったのである236。 
丸山木材興業製作所の順調ともいえる業種転換と生産拡大の背景には、①前述した松永
地区所得税申告額 4 連続第 1 位にも典型的にみられたような、産地を牽引してきた地域内
優良企業としての資金的優位性、②「自動車の出現で人力車が姿を消したように、生活様式
の欧米化によってゲタも市場性が薄れて斜陽商品になってきた。いまは業種の転換をいそ




                                                  
234「一位は松永丸山氏（4 年連続の最高位）」『大陽新聞』1954 年 5 月 1 日。 
235「来年 1 月 1 日から改称、マルヤマ製作所に」『履物春秋』1964 年 10 月 25 日。 
236「沈滞ムードのゲタ業界」中国新聞、1963 年 12 月 19 日。村上正名編『岸辺のいとな
み』（財）日本はきもの博物館、1978 年、75 頁。 
237前掲「沈滞ムードのゲタ業界」。前掲村上『岸辺のいとなみ』74～75 頁。 




履工業と 1950 年に改称した広島木履工業を前身とする広木工業は240、2 代目社長の内海得
治郎が 1953 年度～58 年度に広島県木履協同組合理事長、3 代目社長の内海唯利が 1963 年





ルを製造するとともに、賃挽製材も行うこととなった。1967 年度には従業員数 80 人、売上















                                                  
239前掲『広島県総合商工名鑑』。 
240『全国工場通覧』1929 年版。広木工業 HPhttp://www.hiromoku.co.jp/sub1.html。 
241前掲『経歴書』。 
242前掲『広島県総合商工名鑑』。前掲広木工業 HP。1967 年度の状況については、『松永木



























































































                                                  
245 機械工業については、拙稿『備後の機械工業 100 年の歩み』（栄工社、2016 年）、同
「備後地域機械工業集積の 100 年」（Discussion Paper Series No.2016-J-016、2016
年）を参照。 
246 松島茂「産業構造の多様性と地域経済の「頑健さ」」橘川武郎・連合総合生活開発研究
所編『地域からの産業集積・イノベーション・雇用創出』有斐閣、2005 年。 
